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 第９章    在宅医療対策 
 

１ プライマリ・ケアの推進 

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ プライマリ・ケアの現状 

○ 地域住民が健康で安心な生活を送るために

は、身近な医療機関で適切な医療が受けられ、

疾病の継続的な管理や予防のための健康相談

等を含めた包括的な医療（プライマリ・ケア）

が受けられることが重要です。 

○ プライマリ・ケアの機能を担うのは、かかり

つけ医・かかりつけ歯科医であり、医療機関と

しては、地域の診療所（歯科診療所を含む。）

が中心になります。 
○ プライマリ・ケアにおいては、診療所の医師

がかかりつけ医（歯科医）の役割を担うことが

重要ですが、患者の大病院志向を背景として、

その普及が進みにくい状況にあります。 
○ 診療所のうち、一般診療所は毎年増加してい

ますが、歯科診療所は、平成30(2018)年から減

少しています。また、一般診療所のうち、有床

診療所は、毎年減少しています。（表9-1-1）  

○ 診療所を受診する外来患者の総数は、病院の

外来患者の総数よりも多くなっています。 

（表9-1-2） 

 ○ 地域住民による主体的な健康の維持増進を

支援する健康サポート薬局制度や、地域医療の

中で多職種との連携等を通じて最適な薬物治

療を提供する地域連携薬局制度などにより、か

かりつけ薬剤師・薬局の果たす役割も大きくな

っています。 

 

２ プライマリ・ケアの推進 

○ プライマリ・ケアを担う医師・歯科医師には、

保健、医療だけでなく、福祉に係る幅広い知識

が求められるため、大学医学部、歯学部の卒前

教育から医師臨床研修における教育が重要に

なります。 
○ 近年の医学の進歩に伴い、プライマリ・ケア 
で提供される医療は、高度化かつ多様化してい

ます。 

 

 課  題  
 

○ 健康づくりから疾病管理まで、一人ひ

とりの特性にあったプライマリ・ケアが

受けられるよう、かかりつけ医、かかり

つけ歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の

重要性について啓発する必要がありま

す。 

○ 医療技術の進歩や医療機器の開発等に

より、在宅医療が多様化、高度化してき

ていることから、これに対応する医療従

事者の資質の向上が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 医師（歯科医師）は、臨床研修制度に

より、プライマリ・ケアの基本的な診療

能力を身に付けることが必要です。 

○ プライマリ・ケアを推進するためには、

診療所では対応できない高度な検査、治

療等に対応するための病診連携を図るこ

とが必要です。 
○ また、医療機器の共同利用や医療技術

の向上に係る研修などを通じて、かかり

つけ医等を支援する機能が必要です。 
○ 今後、新たな感染症の発生が懸念され

ることから、感染症の発生・まん延時に

ついても、在宅医療の提供体制が確保さ

れるよう備える必要があります。 
 

資料１－３ 第８次愛知県地域保健医療計画本文（中間見直し・素案） 
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【今後の方策】 

○ 医師会、歯科医師会、薬剤師会、市町村等と連携を密にし、かかりつけ医、かかりつけ歯科

医、かかりつけ薬剤師・薬局の重要性についての啓発を行うなど、かかりつけ医、かかりつけ

歯科医、かかりつけ薬剤師・薬局の普及に努めます。 
○ 医師、歯科医師の研修については、臨床研修病院などと連携し、プライマリ・ケアの基本的

な診療能力を習得するのに必要な指導体制を整備し、その資質の向上を図ります。 

 

 

 

 
表9-1-1 一般診療所、歯科診療所数の推移（毎年10月１日現在） 

区 分 
平成 
20年 … 25年 26年 27年 28年 29年 30年 

令和 
元年 

 2年  3年  4年  5年 6年 7年 

一

般

診

療

所 

有床 

診療所 
512 … 408 384 363 343 324 302 286 279 276 271 265 255 252 

無床 

診療所 
4,535 … 4,851 4,929 4,975 5,035 5,083 5,162 5,215 5,259 5,352 5,406 5,488 5,535 5,595 

計 5,047 … 5,259 5,313 5,338 5,378 5,407 5,464 5,501 5,538 5,628 5,677 5,753 5,790 5,847 

歯科 

診療所 
3,641 … 3,707 3,714 3,727 3,727 3,757 3,756 3,745 3,735 3,736 3,717 3,722 3,685 3,647 

資料：病院名簿（愛知県保健医療局） 
 
 

表9-1-2 病院、一般診療所の外来患者数                     （単位：千人） 

  病院 一般診療所 

総数 通院 往診 
訪問 
診療 

医師以外 
の訪問 

総数 通院 往診 
訪問 
診療 

医師以外 
の訪問 

外来患者数 76.2 75.7 0.1 0.4 0 330.1 322.3 1.5 6.2 0.1 

うち65歳以上 
（再掲） 

40.5 40.1 0.1 0.3 - 152.8 130.6 1.2 6 - 

資料：令和５年患者調査（厚生労働省） 
注：四捨五入により内訳の合計が総数と一致しない 
 

 
 

○ プライマリ・ケア 
家庭や地域社会の状況を考慮し、個々の患者に起こるほとんどの健康問題に責任を持って対処

する医師（歯科医師）が、患者と継続的な関係を持ちながら提供する、身近で包括的な医療のこ

とをいいます。小児科その他の医療スタッフが連携、協力します。 

 
 

用語の解説 
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２ 在宅医療の提供体制の整備 

 
【現状と課題】 

 現  状  
１ 在宅医療の提供 

○ 寝たきりの高齢者や慢性疾患で長期の療養が必

要な患者など、主として在宅での適切な医療を必

要とする患者が増加しています。 
○ 医療技術の進歩や発症早期からのリハビリテー

ションにより、病院を早期に退院できる患者が増

えています。 
○ 県内の全ての医療圏において、医療保険、介護

保険等による在宅医療サービスが実施されていま

す。（表9-2-1、表9-2-2） 

○ 日常の療養生活を支援するための、訪問診療を

提供している医療機関は、令和５(2023)年10月１

日現在、1,147か所となっています。 

  また、歯科医療の面から、訪問歯科診療を提供

している歯科診療所は、令和６(2024)年度におい

て1,479か所、服薬指導の面から、訪問薬剤管理指

導を実施する薬局は、令和８(2026)年７月１日現

在、3,567か所となっています。（表9-2-3） 

 ○ 24時間体制で往診に対応する在宅療養支援病院

及び在宅療養支援診療所は、医療を必要とする高

齢者が地域で安心して生活するために欠かせない

ものであり、令和８(2026)年７月１日現在におけ

る設置状況は、在宅療養支援病院は79か所、在宅

療養支援診療所は920か所となっています。（表

9-2-4） 

また、歯科医療の面から支援する在宅療養支援

歯科診療所は、令和８(2026)年５月１日現在、660

か所となっています。（表9-2-5） 

近隣の薬局と連携するなどして、24時間調剤及

び在宅業務に対応できる体制が整備されている薬

局は、令和６(2024)年度において、1,595か所とな

っています。 

○ かかりつけ医からの指示により、看護師が定期

的に家庭訪問し、高齢者や家族の健康状態と介護

状況に応じて必要な看護サービスを提供する訪問

看護ステーションは、令和８(2026)年６月１日現

在、1,401か所となっています。（表9-2-6） 

○ 退院支援から生活の場における支援、急変時の

対応、看取りまで、切れ目なく継続して適切な医

療が行われるよう、それぞれの場面において、入

院医療機関及び在宅医療機関、訪問看護ステーシ

ョン等の連携が進んでいます。 

 

○ 医療の継続性や退院に伴って新たに生じる問題

の対応のために、入院初期から退院後の生活を見

 課  題  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後多くの地域において、訪問診療

の需要が増加することが見込まれるこ

とから、医療機関における診療実態を

把握し、訪問診療の提供体制を構築す

る必要があります。 

  

 

 

○ 在宅療養支援診療所、24時間対応可

能な薬局数などの指標のうち、全国水

準を下回っているものもあり（表

9-2-7）、こうした在宅医療サービスの

提供において基盤となる資源を更に充

実させることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 看護小規模多機能型居宅介護、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護などの

地域密着型サービスを始め、地域市町

村を主体とする介護予防、日常生活支

援総合事業との連携による機能強化が

必要です。 

○ 退院支援体制を強化させるために

は、入院医療機関と在宅医療に係る機
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据えた支援を行う退院調整支援担当者を配置して

いる医療機関は、令和５(2020)年10月１日現在、

203か所となっています。 

○ 急変時に入院が必要と判断された場合に、24時

間の受入れ体制を確保する在宅療養後方支援病院

は、令和７(2025)年１月１日現在、26か所となっ

ています。 

○ 患者が住み慣れた地域で最期を迎えるための在

宅看取りを実施している医療機関は、令和６

(2024)年度において、722か所となっています。 

 

 

 

 

 ○ ＮＩＣＵ等への長期入院の後、たん吸引や経管

栄養などの医療的ケアを自宅で受けながら日常生

活を営む小児等の患者も増加しています。 

   県では、こうした小児在宅医療に対応できる医

師等を増加させるための取組を県医師会等と連携

し、実施しています。 

   また、小児在宅医療における訪問薬剤管理指導

を行う薬局・薬剤師を増加させる取組も実施して

います。 

○ 全国統一的な情報提供システム（医療情報ネッ

ト）において、地域で在宅医療を提供する医療機

関に関する情報をインターネット上で提供してい

ます。 
  また、県歯科医師会では、在宅医療に対応可能

な会員医療機関の情報を「訪問歯科診療申込窓口」

で提供しています。 
県薬剤師会では、「在宅医療受入薬局リスト」を

公表するとともに、患者・家族及び医療従事者か

らの各種相談に応じ、在宅医療受入薬局の紹介を

行う「相談窓口薬局」を設置しています。 
〇 在宅療養患者の状態に応じた栄養管理を充実さ

せるために、訪問栄養食事指導を実施しています。 
 
 
 
 
 
 

 

２ 医療と介護の連携 

○ 在宅医療の推進には、医療と介護の連携が重要

であるため、医師、歯科医師、薬剤師、看護師、

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生

士、管理栄養士、介護支援専門員など、医療及び

介護に係る様々な職種が互いの専門的知識を生か

関との連携・協働を深めること、また、

地域の実情を踏まえた共通ルール等の

策定・運用が望まれます。 

○ 急変時に対応を行うことが可能な病

院の確保を進める必要があります。 

 

 

○ 在宅看取りを行う医療機関の充実、

及び施設や後方支援を担う医療機関で

の看取り体制の強化を図り、入院医療

機関等における相談体制も含め、患者

の意思がより尊重される形で人生の終

盤を地域で迎えることができる体制の

整備を進める必要があります。 

○ 医師を始め、小児在宅医療に対応で

きる人材の更なる確保が不可欠である

とともに、福祉や教育との連携が必要

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 県栄養士会が設置し、運営する栄養

ケア・ステーションの活用等、在宅で

の栄養管理体制の整備が必要です。 

○ 災害時においても在宅医療を受ける

患者に対する医療・ケアの継続と早期

復旧が求められることから、災害の発

生に備えた在宅医療提供体制の充実・

強化を平時から行うことが重要です。 

 

 

○ 医療と介護の連携の推進は、介護保

険法の地域支援事業として制度化さ

れ、市町村が主体となって、医師会等

の関係団体と協力しながら実施するこ

とが求められています。 
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しながら、連携して患者・家族をサポートしてい

く体制を構築するための研修会が、地域において

実施されています。 
○ また、県としては、市町村からの相談に対し、

助言・指導を行う相談窓口の設置や、市町村職員

等を対象とした研修会の開催などにより支援を行

っています。 
 

 
 

 

○ 多職種間で在宅患者の情報をリアルタイムで共

有する、いわゆる在宅医療連携システムは、平成

30(2018)年度から、県内全ての市町村において導

入されています。 

 

 

○ 各地域において、「在宅医療において積極的役割

を担う医療機関」、「在宅医療に必要な連携を担う

拠点」等の在宅医療提供体制の整備に向けた検討

を行っています。 

 

 

〇 「在宅医療に必要な連携を担う拠点」には、在

宅医療に関する人材育成や地域住民への普及啓発

のほか、地域における在宅医療資源の把握、関係

機関・関係職種等が参加する議論の場の提供等を

通じて、連携型・地域ＢＣＰの策定を支援するな

ど、災害時及び災害に備えた体制構築への支援を

行う役割が求められます。 

 

 
 
 
 
３ 地域包括ケアシステムの構築 
 〇 高齢者が地域において安心して暮らし続けるこ

とができるように、地域包括ケアシステムの構築

に向けた取組を進めています。 
〇 システムの構築には、医療・介護・福祉の連携

が必要であり、地域における連携の中核的機関で

ある地域包括支援センターでは、社会福祉士等専

門職が、高齢者からの総合的な相談に対し助言を

行うとともに、医療・介護・福祉の必要なサービ

スをつなぐ役割を果たしています。 

 

 

 

○ 市町村が実施する在宅医療・介護連

携推進事業における取組で、医療に係

る専門的・技術的な対応が必要な「切

れ目のない在宅医療と在宅介護の提供

体制の構築推進」や「在宅医療・介護

連携に関する相談支援」、「在宅医療・

介護連携に関する関係市区町村の連

携」について、重点的支援が必要です。 

○ 在宅医療の提供体制において、ＩＣ

Ｔが導入・普及されることは、在宅医

療従事者の負担軽減の観点からも重要

であり、市町村間での互換性確保、利

活用の更なる促進のため、地域の関係

者間で協議を進める必要があります。 

○ 多職種連携を図りつつ、24時間体制

で在宅医療を提供できるよう、地域の

実情に応じた「在宅医療において積極

的役割を担う医療機関」、「在宅医療に

必要な連携を担う拠点」等の在宅医療

提供体制の整備が必要です。 

○ 「在宅医療において積極的役割を担

う医療機関」や「在宅医療に必要な連

携を担う拠点」が地域で担う役割につ

いて、定期的に把握する必要がありま

す。  

 

○ できる限り急変時の対応体制（重症

例を除く。）や医療と介護の連携体制の

構築が図られるよう、地域の医療及び

介護資源等の実情に応じて在宅医療圏

を設定する必要があります。 

 

 

〇 地域包括支援センターは、制度横断

的な連携ネットワークを構築して、取

組を適切に実施する必要があります。 

 

【今後の方策】 

○ 在宅療養支援診療所や訪問看護ステーション、在宅療養支援歯科診療所、訪問薬剤管理指

導を実施する薬局を充実する方策について、医師会等の関係機関と連携し、進めていきます。 
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現状値は随時更新します。これに伴い、一部の目標値も今後変わります。 
。 

○ 既存病床数が基準病床数を上回る圏域において、在宅医療の提供の推進のために診療所に病

床が必要な場合は、医療審議会医療体制部会の意見を聞きながら、医療法施行規則第１条の 

14第７項第１号の診療所として整備を図ります。 該当する診療所名は別表を御覧ください。 
○ 歯科医療機関に対して、在宅歯科診療に必要な医療機器等の整備に係る経費の助成等、財

政的支援に努めます。 
○ 在宅患者急変時における後方支援病院の確保を進めます。 
○ 在宅での看取りが可能な体制を確保するため、医療機関における適切な情報提供や相談体

制のあり方、本人や家族の意思決定が困難な事例への対応方法など、人生の最終段階におけ

る医療提供体制に関する検討を進めます。 
○ 小児在宅医療に従事する医師等を増加させるための取組を、医師会等関係団体と連携し、

進めていきます。 
○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科衛生士、管

理栄養士、介護支援専門員、介護福祉士などの関係多職種がお互いの専門的な知識を生かしな

がらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制の構築に取り組む市町村を支援してい

きます。 

○ 災害に備え、県、市町村と在宅療養患者に関わる関係機関（医療・介護提供機関等）の連携

の強化及び在宅医療提供体制の充実に努めます。 

○ 市町村が行う、医療、介護、予防、生活支援サービス、住まいを地域において切れ目なく

提供する地域包括ケアシステムを構築していく取組を支援していきます。 
○ 将来の在宅医療に係る需要について、医療サービスと介護サービスが、地域の実情に応じ

て補完的に提供されるよう、県や市町村の医療・介護担当者等による検討を行っていきます。 
〇 「在宅医療において積極的役割を担う医療機関」及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」

を位置付け、在宅医療提供体制の整備を進めていきます。 該当する施設は、今後県ウェブペ

ージに掲載します。 
○ 在宅医療圏の設定に向けた検討を進めていきます。 

 
 
 
   
 
○ 訪問診療を実施している診療所・病院      1,471施設(令和６(2024)年度)      ⇒ 1,805施設 

○ 在宅療養支援診療所・病院             999施設(令和８(2026)年７月１日)⇒ 1,121施設 

○ 機能強化型在宅療養支援診療所・病院        367施設(令和８(2026)年７月１日)⇒   412施設 

○ 在宅療養後方支援病院                26施設(令和７(2025)年１月１日)⇒    30施設 

○ 24時間体制を取っている訪問看護ステーション 1,121施設(令和６(2024)年10月１日)⇒ 1,375施設 

○ 機能強化型訪問看護ステーション          59施設(令和７(2025)年４月１日)⇒    68施設 

○ 訪問歯科診療を実施している歯科診療所      1,479施設(令和６(2024)年度)      ⇒ 1,815施設 

○ 在宅療養支援歯科診療所              660施設(令和８(2026)年５月１日)⇒   741施設 

○ 訪問薬剤管理指導を実施している薬局      3,562施設(令和８(2026)年５月１日)⇒ 3,997施設 

○ 退院支援を実施している診療所・病院        170施設(令和６(2024)年度)      ⇒   209施設 

○ 在宅看取りを実施している診療所・病院       722施設(令和６(2024)年度)      ⇒   886施設 

○ 訪問診療を受けた患者数           1,662,806件(令和６(2024)年度)     ⇒2,040,030件 

○ 看取り数                   18,737件(令和６(2024)年度)      ⇒  22,988件 

                                     （令和11(2029)年度） 

 
 

 

 

 

  

【目標値】 
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○ 在宅療養支援病院・診療所 

   患者が住み慣れた地域で安心して療養生活を送れるよう、患者の求めに応じ24時間往診が可能
な体制を確保し、又は訪問看護ステーションとの連携により24時間訪問看護の提供が可能な体制
を確保することで、緊急時に在宅で療養を行なっている患者様が直ちに入院できるなど、必要に

応じた医療・看護を提供できる病院・診療所を指します。 
○ 在宅療養支援歯科診療所 

   在宅で療養している患者に対し、口腔機能の管理や緊急時の対応等の研修を修了した常勤の歯

科医師、歯科衛生士を配置し、歯科医療面から支援する診療所のことで、平成20(2008)年度の診
療報酬改定において定義されました。 

 ○ 在宅療養後方支援病院 

 許可病床200床以上の病院で、当該病院を、緊急時に入院を希望する病院としてあらかじめ当該
病院に届け出ている患者について、緊急時にいつでも対応し、必要があれば入院を受け入れるこ
とができるものとして、平成26(2014)年度診療報酬改定において定義されました。 

 ○ 24時間体制を取っている訪問看護ステーション 
 訪問看護ステーションのうち、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求
められた場合に常時対応できる体制及び緊急時訪問看護を必要に応じて行う体制が整備されてい

るとして、東海北陸厚生局へ届出を行っているものを指します。 
○ 機能強化型在宅療養支援病院・診療所 

   在宅療養支援病院・診療所の施設基準に加え、在宅療養を担当する常勤医師数や、過去１年間

の緊急往診実績、看取り実績等の基準を単独で又は連携する複数の医療機関で備えている病院・
診療所として、東海北陸厚生局へ届出を行っているものを指します。 

○ 機能強化型訪問看護ステーション 

   「24時間対応体制の訪問看護ステーション」のうち、ターミナルケア、超・準超重症児・重症
度の高い患者の受入れ、介護保険の居宅介護支援事業所の設置等といった、機能の高いものとし
て、東海北陸厚生局へ届出を行っているものを指します。 

〇 訪問薬剤管理指導を実施する薬局 
在宅で療養している患者に対し、医師の指示に基づき薬学的管理指導計画を策定した上で、薬

学管理、服薬指導等を行う保険薬局のことで、平成６(1994)年に創設されました。 

〇 栄養ケア・ステーション 
各都道府県栄養士会が設置する管理栄養士・栄養士が所属し、医師の指示に基づく訪問栄養食

事指導を行うことができる地域密着型の拠点です。 

○ 在宅医療において積極的役割を担う医療機関 
  地域において、「退院支援」「日常の療養支援」「急変時の対応」「看取り」の提供体制を構
築するため、①自ら24時間対応体制の在宅医療を提供するとともに、②他の医療機関の支援も行

いながら、③医療や介護、障害福祉の現場での多職種連携の支援を行う病院・診療所を指します。
また、これらの病院・診療所には、④災害時及び災害に備えた体制構築への対応を行うことや、
⑤患者の家族等への支援を行うことも求められます。 

○ 在宅医療に必要な連携を担う拠点 
  地域において、在宅医療の関係機関による機関間の連携や医療及び介護の関係職種間の連携を
図り、包括的かつ継続的な在宅医療の提供体制の構築を図るほか、在宅医療に関する人材育成や

知己住民への普及啓発、さらには災害時及び災害に備えた体制構築への支援を行う組織体のこと
です。 

〇 連携型ＢＣＰ 
  同業の支援派遣・応需・患者・利用者の受け入れ等の相互支援協定を含む、同業・類似事業者
間の連携又は疾患別の診療科連携によるＢＣＰのことです。 

〇 地域ＢＣＰ 
  地域全体の医療・ケア提供の継続と早期復旧を可能とすること、各機関のスタッフ・患者・利
用者のみならず、多くの住民の「いのち」と「健康」と「暮らし」を守ることを目的とする、保
健医療福祉の多職種・多機関によるＢＣＰのことです。 

用語の解説 
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表9-2-1 在宅医療サービスの実施状況（病院・一般診療所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年医療施設調査（厚生労働省） 

注 ：「実施件数」は、令和５年９月１か月の数 
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表 9-2-3、9-2-4、9-2-5 は今後随時更新 

 

 

表9-2-2 在宅医療サービスの実施状況（歯科診療所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和５年医療施設調査（厚生労働省） 

注 ：「実施件数」は、令和５年９月１か月の数 

 

表 9-2-3 訪問薬剤管理指導を実施する薬局数 

名古屋・

尾張中部 海部 尾張 
東部 

尾張 
西部 

尾張 
北部 

知多 
半島 

西三河

北部 
西三河

南部東 
西三河 
南部西 

東三河 
北 部 

東三河 
南 部 

計 

1,301 151 250 257 344 279 200 170 262 22 331 3,567 

資料：診療報酬施設基準 在宅患者訪問薬剤管理指導料の届出施設数（令和８年７月１日時点） 

 

表 9-2-4 在宅療養支援病院・診療所の設置状況  
医療圏 名古屋・

尾張中部
海部 

尾張 
東部 

尾張 
西部 

尾張 
北部 

知多 
半島 

西三河 
北 部 

西三河 
南部東 

西三河 
南部西 

東三河 
北 部 

東三河 
南 部 

計 

在宅療養

支援 

病院 
 35  3  6  5  5  5  6  1  6 1  6  79 

在宅療養

支援 

診療所 
400 35 63 72 78 68 41 30 65 3 65 920 

資料：診療報酬施設基準 在宅療養支援病院・診療所（１）～（３）の届出施設数（令和８年７月１日時点） 

 

表 9-2-5 在宅療養支援歯科診療所の設置状況 
 
名古屋・

尾張中部 海部 尾張 
東部 

尾張 
西部 

尾張 
北部 

知多 
半島 

西三河

北部 
西三河

南部東 
西三河 
南部西 

東三河 
北 部 

東三河 
南 部 

計 

272 30 54 52 60 57 26 13 46 7 43 660 

資料：診療報酬施設基準 在宅療養支援歯科診療所の届出施設数（令和８年５月１日時点） 
 

表 9-2-6 訪問看護ステーションの設置状況 
 
名古屋・

尾張中部 海部 尾張 
東部 

尾張 
西部 

尾張 
北部 

知多 
半島 

西三河

北部 
西三河

南部東 
西三河 
南部西 

東三河 
北 部 

東三河 
南 部 

計 

669 53 72 116 109 87 59 61 82 3 90 1,401 

資料：県高齢福祉課 愛知県内介護保険事業所一覧（令和８年６月１日時点） 
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表 9-2-7 在宅医療基盤の本県と全国の比較（人口 10万人当たり） 

指標名 全国 愛知県 資料 

在宅療養支援診療所 診療所数 12.5 12.0 令和７年４月診療報酬施設基準 

在宅療養支援病院※ 病院数 1.75 0.95 令和７年４月診療報酬施設基準 

在宅療養支援歯科診療所 7.26 8.71 令和７年４月診療報酬施設基準 

介護保険を扱う訪問看護ステーション数 14.6 16.3 令和６年介護サービス施設・事業所調査 

訪問看護ステーションの従業者数 118.3 127.8 令和６年介護サービス施設・事業所調査 

24 時間体制を取って

いる訪問看護ステー

ションの従業者数 

保健師 1.2 0.8 

令和６年介護サービス施設・事業所調査 

助産師 0.18 0.31 

看護師 77.3 88.7 

准看護師 5.2 6.1 

理学療法士 16.2 14.9 

作業療法士 7.1 5.3 

24 時間対応可能な薬局数 21.9 21.3 令和６年度 NDB 

在宅医療チームの一員として小児の訪問薬剤管理指導を

実施している薬局数 
3.03 4.18 令和６年度 NDB 

訪問リハビリテーションを実施している診療所・病院・

介護老人保健施設・介護医療院数 
1.32 1.43 令和６年度 NDB 

※ 在宅療養支援病院は「半径４㎞以内に診療所が存在しないこと又は許可病床数が 200 床未満」の場合に認め

られるものであるため、本県と全国をその数で比較する際は注意を要する。 
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【在宅医療連携体系図】 
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を担う医療機関 

県 民 

診療所 
歯科診療所 

在宅療養支援診療所 
機能強化型在宅療養支援診療所 
在宅療養支援歯科診療所 

在宅療養支援病院 
機能強化型在宅療養支援病院 
在宅療養後方支援病院 

病院 
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訪問看護ステーション 
訪問薬剤管理指導を実施する薬局 
栄養ケア・ステーション 
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ステーション 
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訪問診療 

緊急時対応等 

訪問診療 

一時入院受入 
訪問診療 緊急時対応等 
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訪問リハビリテーション 

訪問薬剤管理指導 

訪問栄養食事指導 

訪問看護 

緊急時対応等 

介護サービス事業所 地域包括支援センター 

地域包括ケアシステムの構築 

医療・介護・福祉の連携 

在宅医療に必要な 
連携を担う拠点 


